
（単位：円）

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当額
（Ｄ）

起債額
（Ｅ）

その他
（Ｆ）

1 行政手続オンライン化推進事業 総務課

①新型コロナウイルス感染症対策として、行政手続のオンライン化推進を
実施するにあたり、デジタル機器・サービスに不慣れな住民へのオンライ
ン行政手続等の利用支援のため、各庁舎に支援用端末を配置しオンライ
ン化の推進を行い人と人の接触を減らし感染防止対策を図る。
②支援端末PC機器（6台）、ICカードリーダー（6個）、インターネット通信費
（3箇所）、そのほか維持管理に必要な経費
③支援端末・ICカードリーダー　1,004,850円
　通信費    118,800円
④地方公共団体

1,123,650 1,123,650 0 1,123,000 0 650 0

行政手続のオンライン化推進のため、専用端末を各庁舎に
２台ずつ配置した。マイナポイント取得等市民への支援、マ
イナンバーカードの取得率向上につながった。
令和６年３月１０日現在における人口に占めるマイナンバー
カード申請割合：81.9％

2 公共的施設安全向上事業（庁舎等） 財政課

①庁舎等内での新型コロナウイルス感染拡大防止に必要となる措置を講
じ、感染拡大予防及び施設でのクラスター発生防止を徹底する。
②感染防止対策に必要な消耗品・物品の購入
③庁舎用消耗品　94万円　庁舎用備品　147万円
　消耗品：ペーパータオル、紙製消毒液スタンド、除菌クリーナー　等
　備品：パーテーション、サニタリーボックス、飛沫防止用衝立　等
④地方公共団体

2,413,001 2,413,001 0 2,413,000 0 1 0

トイレへのハンドソープ用オートディスペンサー及び女子ト
イレへの自動サニタリーボックス設置による設備等への接
触機会の削減と、他社との会議等を対面ではなくリモート
で行うことができるよう小規模会議スペースを整備するこ
とで他者との接触機会を削減し、庁舎内における新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止を図った。

3 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策事業（保
育機関） こども福祉課

①保育所等へ感染拡大している状況の中、感染の予防に努め、保育事業の
継続を図り、保護者が安心して預け、働けるようにする。
②感染予防・拡大防止のための消耗品、備品の購入等
消耗品：ペーパータオル、手袋、マスク、消毒液　等
備品：網戸、消毒用作業服　等
③4,500,000円(＠500,000円×9園）
➃市内の保育園・認定こども園を利用する保護者

4,500,000 4,500,000 0 4,000,000 0 500,000 0

新型コロナウイルス感染予防及び拡大防止の対策を講じ、
保育事業の継続を図ったことにより、保護者が安心して乳
幼児を預けて働くことができた。

4 新型コロナウイルスワクチン接種支援事業 健康増進課

①新型コロナウイルスワクチン接種に際し、接種会場までの移動が困難な
方がタクシー等の利用をした際、移動費用の一部を助成し、感染拡大防止
と接種率の向上を図るもの。
②高齢者等接種会場送迎委託料
③タクシー運賃から利用者負担金(片道250円、往復500円)を差し引いた
額
④接種会場までの移動が困難な方で市内のタクシーを利用の方

4,527,440 4,527,440 0 4,500,000 0 27,440 0

新型コロナウイルスワクチン接種に際し、接種会場までタ
クシー等の利用をした際の移動費用の一部を助成し、感染
拡大防止と接種率の向上を図るとともに、希望する方が全
員接種できる体制を構築した。

5 新型コロナウイルス感染症対策事業（消毒液等） 健康増進課

①市内の公共施設、医療機関、介護等施設などクラスターの発生を抑制す
るため、アルコール消毒液などを随時購入し、市民の方が安心して施設の
利用などができるよう、感染症対策にあたるもの。
②アルコール消毒液等の購入
③770,000円
④地方公共団体、医療機関、介護施設、保育施設等

770,000 770,000 0 770,000 0 0 0

市内の公共施設、医療機関、介護施設、保育施設等へアル
コール消毒液を配付することにより、感染拡大防止を図っ
た。
高齢者等の重症化リスクの高い方が多く利用する施設へ
の配付によりクラスター防止に寄与した。

6 公共トイレ改修事業 道路維持課

①公共トイレでの新型コロナウイルス感染拡大防止措置を講じ、感染しな
い、させない環境を整備することで、市民等の安全安心な公園利用が図ら
れる。
②感染防止対策に必要な工事費等
③10箇所　工事費19,932,000円 　設計費5,973,000円
④地方公共団体

25,905,000 25,905,000 0 25,806,000 0 99,000 0

　公共トイレ10箇所について、手洗い場の自動水洗化や和
式便器を飛沫の少ない洋式便器に改修するなどの工事を
実施したことにより、利用者への感染防止対策が図れた。

7 農業者収入保険制度加入促進支援事業 農林水産課

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により農業収入の減少等に備
え、収入保険制度への加入促進をはかるため加入者が負担する保険料の
一部を補助し、農業経営の安定を図る。
②補助率は、加入者が負担する保険料の２分の１以内とし、上限10万円と
する。
③24件　1,710,000円
④市内在住の農業者（個人及び法人）※青色申告を行っていること、新規
加入者（前年度に加入実績がない者）、市税等の滞納がないこと。

1,710,000 1,710,000 0 1,710,000 0 0 0

新規加入の促進を図ることにより、事業者支援はもとより、
災害や異常気象等による収入減少の備えにも繋がり、より
強固な農業経営基盤の整備に寄与した。

令和4年度実績
対象者24名
補助額1,710,000円

効　果

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施状況

Ｎｏ 交付対象事業の名称 所管課

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
（Ａ）

補助対象事業費
　　　　（Ｂ）

補助対象
外経費

（Ａ）－（Ｂ）
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8 特産品販売促進事業
ブランド戦略
課

①コロナ禍により販売が低迷している、農畜水産物やそれらを使用した特
産品を販売するため、ＥＣサイトを活用した販売促進のための各種事業を
実施することにより生産者の収入の確保と外出自粛等により増大するネッ
ト販売需要に対応する。
②委託料
③送料補助充当分　@1,100円×5,000件＝5,500,000円
　出品者登録助成　 @2,000円×250件＝      500,000円
　広告宣伝費　　　　 1,320,000円
　管理運営費　　　　 2,640,000円
④行方市まちづくり推進機構

9,955,000 9,955,000 0 9,955,000 0 0 0

コロナ交付金を活用することにより

　　　　　　　　　　令和３年度　　　　令和４年度
販売額　　　　3,819,524円　　　6,982,424円
出品者数　　　　　　　　24人　　　　　　　　　31人
会員数　　　　　　　1,731人　　　　　　　7,056人
商品数　　　　　　　170商品　　　　　　　276商品
販売件数　　　　　 2,321件　　　　　　  5,295件
と軒並み増え、生産者の立場としては新たな販路として、消
費者側としては外出自粛により行動が制限させる中での受
け皿となることが出来た。

9 事業者経営支援金（その１） 商工観光課

①長引くコロナ禍の中で、事業の減収している事業者へ支援金を給付し、
事業の経営、継続の下支えとする。
②令和元年又は２年の申告書の収入額と３年を比較し、
　減収率20％以上かつ減収額1,000万円以上・・・50万円
　減収率20％以上かつ減収額200万円以上～1,000万円未満…25万円
③50万円× 51件＝25,500,000円
　25万円×71件＝17,750,000円
※上記のうち41,750,000円を通常分交付金対象として事業費を計上。
④市内に本社を置く法人若しくは市内に事業所を有する個人事業者又は
市内に住所を有する個人事業者

41,750,000 41,750,000 0 41,553,000 0 197,000 0

新型コロナウイルス感染症の影響により売り上げが減少し
た事業者へ事業資金として支援金を支給し、事業者支援を
図ることができた。

【法人】
500,000円　29社
250，000円　13社
【個人事業者】
500,000円　22事業者
250,000円　58事業者

10 地域環境整備事業 環境課

①新型コロナウイルス感染対策を講じて実施される環境整備等の活動を
行う各区へ支援を通じ、コミュニティ、市民生活の維持を図る。
②地域清掃奨励金
③1,000円×8,303世帯＝8,303,000円
④市内各戸

8,303,000 8,303,000 0 8,000,000 0 303,000 0

コロナ感染症対策とし，各地区において消毒液・手袋・マス
クなどの購入費として活用。夏・秋2回，全92区が参加し，市
内の一斉清掃ができ，環境美化への意識高揚が図れた。

11 GIGAスクール構想推進事業（学びの保障） 学校教育課

①新型コロナウイルス感染症拡大時にも学びを止めない学習環境の整備
を進め、子供たちの学びを保障する。
②環境整備費
③・GIGAスクールサポーター業務委託　6,930,000円
　　遠隔授業等に必要な環境整備のための学校、教員の人的支援
・遠隔授業用機器3,897,300円
　専門教諭の授業を他校でも受けられるように、授業配信のためのカメラ
や機器等。学校において講堂等広いスペースで行う研修授業等に適した
プロジェクター等
・インターネット回線強化　880,000円
　学校インターネット回線の高速化、複線化等の設定利用。
④市立小中学校児童生徒

11,707,300 11,707,300 0 11,340,000 0 367,300 0

遠隔授業等に必要な環境整備及び人的支援を行い、学びを
止めない学習環境の整備を進めたことで、児童生徒1人１
台のタブレット端末を活用しながら、新型コロナウイルス感
染症拡大時にも子供たちの学びを保障できた。また、学校
におけるインターネット回線の調査により、回線強化に向け
た取組を進めることができた。

12 茨城県指定文化財麻生藩家老屋敷記念館トイレ
改修事業

生涯学習課

①狭いトイレの空間では、ウイルスを含んだ排泄物からトイレットプルー
ムと呼ばれる煙が立ち上がることから、和式から洋式にすることで便器の
蓋を閉めてから流すことにより、トイレットプルームを抑え、糞口感染を防
止し、新型コロナウイルス感染症拡大及び施設内クラスター発生を予防す
る。
②改修工事費用
③男子用・女子用トイレ各１基、手洗い場
　改修工事費1,298,000円
④地方公共団体

1,298,000 1,298,000 0 1,298,000 0 0 0

和式から洋式にすることで便器の蓋を閉めてから流すこと
により、排泄物から出るトイレットプルームの発生を抑止し、
新型コロナウイルス感染症拡大及びクラスター発生の予
防となった。

13 新型コロナウイルス感染症対策事業（食料品等） 健康増進課

①新型コロナウイルスに感染し、自宅療養を余儀なくされている方に加
え、同居の家族等で外出自粛を指示された方に対し、食料品等を支給する
ことにより、感染者が発生した世帯の生活の安定を図るもの。
　また、自身で健康管理を行い、いち早く体調の悪化を把握することがで
きるよう、パルスオキシメーターを貸与するもの。
②支援用食料品及びパルスオキシメーターの購入
③食料品等　8,181,921円
　パルスオキシメーター(11個)　107,690円
④新型コロナウイルス感染者およびその同居の家族で外出自粛を指示さ
れた方

8,181,921 8,181,921 0 8,181,000 0 921 0

感染された方及び、同郷の家族等で外出自粛を指示された
方に対し食料品等を支給することで、感染者が発生した世
帯の生活の安定と感染症のまん延防止に努めた。
また、上記世帯に対し、自身で健康管理を行い、いち早く体
調の悪化を把握できるよう、希望に応じてパルスオキシ
メーターを貸与することで、重症化防止に努めた。
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14 自宅等避難者見守りのための装備配置事業 総務課

①コロナの影響により、感染を心配して台風や大雨などの時でも避難所に
避難せず、自宅や車中にとどまる市民が一定数想定される。中には、高齢
者や要配慮者も含まれることから、昼夜を問わず情報伝達や見守り、避難
誘導が必要である。最前線で活動を行う消防団に雨衣・投光器を配備す
る。
②消防団への備品購入
③雨　衣　10,010,220円
　投光器　4,842,200円
　マスク　496,650円
　合計　15,349,070円
④消防団各部、消防団役員、事務局等

15,349,070 15,349,070 0 13,300,000 0 2,049,070 0

災害時の見守り活動の中で避難誘導や水氾濫対策を行う
際に役立った。また、支援活動の際の感染防止につながっ
た。

15 大学生等応援事業 政策秘書課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する本市出身の大学生等
に対し、市の特産物をＥＣサイトで使用できるポイントを付与し、当該学生
が特産物をインターネット購入することで生活を支援する。
②特産物購入支援
③・ポイント代　38,058,775円
　 ・事務局手数料 961,400円
　※上記のうち11,348,052円を大学生等分として事業費に計上。
④学生本人が本市出身で、保護者等が本市に住民登録している大学生等
（大学、大学院、短期大学、専門学校及び予備校等に在学している学生）

11,348,052 11,348,052 0 8,762,904 0 2,585,148 0

市の特産物をＥＣサイトで使用できるポイントを付与するこ
とで、コロナ禍における帰省等移動の自粛やアルバイト等
による生活費の確保が困難となっている大学生等の生活支
援を図ることができた。
申請人数：367人

16 高校生等就学支援事業 政策秘書課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する、高校生等の保護者に
対し、市の特産物ＥＣサイトで使用できるポイントを付与し、当該保護者が
特産物をインターネット購入することで生活を支援する。
②特産物購入支援
③・ポイント代　38,058,775円
　 ・事務局手数料 961,400円
　※上記のうち19,573,071円を高校生等分として事業費に計上。
④高等学校等に就学している高校生等を監護し、行方市に住所を所有す
る保護者（代表者１名）

19,573,071 19,573,071 0 15,138,096 0 4,434,975 0

市の特産物ＥＣサイトで使用できるポイントを付与すること
で、コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する高校
生等の保護者の経済的負担の軽減を図ることができた。
申請人数：634人

17 保育所等施設支援応援事業 こども福祉課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響により給食費の原材料費
が高騰しているが、保護者の負担増をすることなく、安定的な給食を提供
する。
②給食を提供するための食材料等（保育士分は除く）
③食材費等（物価高騰分）
　　副食費等の10％　4,562,000円
④市内保育所等施設

4,562,000 4,562,000 0 4,013,000 0 549,000 0

原油価格、食材費等の高騰により影響を受ける保育所等施
設に対して当該給付金を支給することにより、保育所等施
設の経済的負担を軽減し安定的な運営を図ることができ
た。

18 交通・運送事業者等原油価格高騰緊急対策支援金
支給事業

商工観光課

①コロナ禍における原油価格高騰等により、影響のあった交通・運送事業
者等を支援するとともに、地域交通の現在及び将来における安定的な運
行及び市民の日常的な移動手段の確保地域の物流の維持に向け支援金
を支給する。（スクールバス、乗合タクシー、市路線バスを除く）
②補助金
③・地域公共交通支援事業　104万5千円　7路線
　　・一般乗合（貸切）旅客自動車運送事業者 (バス事業者)
　　　　１台当たり５万円×52台＝260万円
　　・タクシー事業者
　　　１台当たり３万円×31台＝93万円
　　・自動車運転代行業者
　　　　１台当たり３万円×16台＝48万円
　　・一般貨物自動車運送事業
　　　　１台当たり5万円×537台＝2,685万円
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　　市内に本社又は営業所を置く法人（地域公共交通事業者を除く）及び
　　市内に住所を有する者 (スクールバス，市路線バス，乗合タクシーを除
く)

31,905,000 31,905,000 0 28,066,000 0 3,839,000 0

新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び原油価格高騰
等により影響のあった交通・運送事業者等を支援するとと
もに，地域交通の現在及び将来における安定的な運行及び
市民の日常的な移動手段の確保，地域の物流の維持を目的
に事業者支援を図ることができた。

貸切バス　　　 　　9事業所　　５２台
タクシー 　　　　　 9事業所　　31台
自動車運転代行　５事業所　　１６台
貨物運送　　　　　４２事業所　５３７台
乗合バス　　　　　　１事業所　　７系統

19 麻生衛生センタートイレ改修事業 環境課

①狭いトイレの空間では、ウイルスを含んだ排泄物からトイレットプルー
ムと呼ばれる煙が立ち上がることから、和式から洋式にすることで便器の
蓋を閉めてから流すことにより、トイレットプルームを抑え、糞口感染を防
止し、新型コロナウイルス感染症拡大及び施設内クラスター発生を予防す
る。
②工事費、その他経費費
③便器　3箇所、手洗器　５箇所
　改修工事費　1,133,000円
④地方公共団体

1,133,000 1,133,000 0 790,000 0 343,000 0

麻生衛生センター内
トイレ（和式3ヵ所→洋式へ）変更
手洗い場（蛇口5ヵ所→センサー式水栓へ）　変更
し尿・浄化槽汚泥の処理施設であり，業者等の出入りも多く
器具への接触は頻繁であったが，上記へ変更したことによ
り感染防止対策が図れた。
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20 環境美化センタートイレ改修事業
環境美化セン
ター

①狭いトイレの空間では、ウイルスを含んだ排泄物からトイレットプルー
ムと呼ばれる煙が立ち上がることから、和式から洋式にすることで便器の
蓋を閉めてから流すことにより、トイレットプルームを抑え、糞口感染を防
止し、新型コロナウイルス感染症拡大及び施設内クラスター発生を予防す
る。
②工事費、その他経費等
③・4階トイレ改修（2台）
　 ・プラットホームトイレ修繕（2台）
   ・洗浄式便座交換修理（9台）
   ・トイレ手洗い自動単水栓交換修理（16個）
　　改修工事費　合計　10,769,000千円
④地方公共団体

10,769,000 10,769,000 0 10,231,000 0 538,000 0

環境美化センターの管理棟並びに工場棟の既存トイレを洋
風便器、洗面器用自動水栓に交換。本施設を利用する職
員、作業員等（委託業者）、搬入者（市民・収集委託業者）等
の利便性や新型コロナウイルス感染症への対策として環境
整備をおこなうことにより、本施設が市民等へのライフライ
ンとしての役割を果たすことが出来た。

21 農業振興センター屋外トイレ改修事業
ブランド戦略
課

①狭いトイレの空間では、ウイルスを含んだ排泄物からトイレットプルー
ムと呼ばれる煙が立ち上がることから、和式から洋式にすることで便器の
蓋を閉めてから流すことにより、トイレットプルームを抑え、糞口感染を防
止し、新型コロナウイルス感染症拡大及び施設内クラスター発生を予防す
る。
②工事費、その他経費等
③トイレ改修費　515,020円
　水栓改修費　　143,550円
④地方公共団体

658,570 658,570 0 658,000 0 570 0

トイレの改修により洋式化することでトイレットプルームを
抑制することが出来た。
また、水栓を自動化することにより接触防止化が図られ、新
型コロナウイルスの感染拡大防止に繋がった。

22 教育支援体制整備事業費補助金 学校教育課

①新型コロナウイルス感染拡大の防止のため、感染症対策の徹底に必要
な保健衛生用品の購入を行う。
②消耗品費、備品購入費
③消耗品：保健衛生用品購入
　 備　 品：室内環境衛生備品購入
　　　　　　　空気清浄機・サーキュレーター・CO2モニター等
　 合   計：1,545,488円
④市立幼稚園

1,545,488 1,545,488 0 750,000 0 795,488 0

市立幼稚園において、空気清浄機やサーキュレーターのほ
か、感染症対策の徹底に必要な保健衛生用品の購入を行う
ことで、新型コロナウイルス感染拡大を防止することがで
きた。

23 市立学校及び幼稚園トイレ手洗器自動水栓化事
業

学校教育課

①学校内及び幼稚園内のトイレについて、手洗器を自動水栓化することに
より、子どもたちが共同利用する蛇口を介しての新型コロナウイルス感染
拡大及びクラスター発生の予防を図る。
②工事費等、その他経費
③自動水栓化改修工事費　7,612,000円
　 設計委託料　484,000円
　（合計）　8,096,000円
④市立小学校、中学校、幼稚園

8,096,000 8,096,000 0 8,096,000 0 0 0

学校内及び幼稚園内のトイレについて、手洗器を自動水栓
化することにより、子どもたちが共同利用する蛇口を介し
ての新型コロナウイルス感染拡大を予防することができ
た。

24 中学生異文化体験研修事業 学校教育課

①新型コロナウイルス感染症の影響で海外への派遣研修が困難となった
現状においても、外国語や外国文化への興味関心及び学びへの意欲を向
上できるよう、生徒への体験的な学びの機会を提供するもの。
②委託料、保険料、需用費
③・委託料　1,857,416円
　 ・保険料　67,660円
   ・消耗品費（携帯医療品、写真データ配布DVD等）　12,253円
　 ・製本印刷費（応募用チラシ800部）　5,100円
・参加者負担金（10,000円×50人）　－500,000円
④市立中学校在籍の中学生

1,942,429 1,942,429 0 1,442,000 0 500,429 0

新型コロナウイルス感染症の拡大により、中学生海外派遣
研修の実施ができない中で、それを代替する事業として、
未来を担う50名の中学生が、異国体験のできる国内研修
施設において、語学及び他国の文化・風俗・習慣等について
研修することで、国際感覚を養うとともに、広い視野から郷
土や国家・国際社会に対する理解を深めることができた。

25 公民館施設トイレ手洗器自動水栓化事業 生涯学習課

①公民館施設のトイレについて、手洗器を自動水栓化することにより、施
設利用者が共同利用する蛇口を介しての新型コロナウイルス感染拡大及
びクラスター発生の予防を図る。
②工事費、その他経費
③・北浦公民館　7カ所×48,000円/個
　　　　　　　　　　 　1カ所×42,000円/個
   ・玉造公民館   6カ所×42,000円/個
　　その他経費　415,000円
④地方公共団体

1,045,000 1,045,000 0 700,000 0 345,000 0

公民館施設のトイレについて、手洗器を自動水栓化するこ
とにより、利用者が共同利用する蛇口を介しての新型コロ
ナウイルス感染拡大及びクラスター発生の予防となった。
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26 図書館施設トイレ手洗器自動水栓化事業 生涯学習課

①図書館施設のトイレについて、手洗器を自動水栓化することにより、利
用者が共同利用する蛇口を介しての新型コロナウイルス感染拡大及びク
ラスター発生の予防を図る。
②工事費、その他経費
③4カ所×42,000円/個
　　その他経費　107,000円
④地方公共団体

275,000 275,000 0 275,000 0 0 0

図書館施設のトイレについて、手洗器を自動水栓化するこ
とにより、利用者が共同利用する蛇口を介しての新型コロ
ナウイルス感染拡大及びクラスター発生の予防となった。

27 社会体育施設トイレ手洗器自動水栓化事業 生涯学習課

①社会体育施設のトイレについて、手洗器を自動水栓化することにより、
利用者が共同利用する蛇口を介しての新型コロナウイルス感染拡大及び
クラスター発生の予防を図る。
②工事費、その他経費
③改修工事費　　3,773,000円
　　設計費　　　　　　198,000円
    総事業費　    3,971,000円
④地方公共団体

3,971,000 3,971,000 0 3,773,000 0 198,000 0

社会体育施設のトイレ手洗器を自動水栓化することによ
り、清潔なトイレを使用することができ、感染リスクの抑制
に効果的であった。

28 北浦第２グラウンド照明ＬＥＤ化事業 生涯学習課

①長期にわたる新型コロナウイルス感染症対策と向き合ってきた中にお
いて、健康の保持・増進だけでなくウイルス性感染症を予防する観点か
ら、意識的に運動やスポーツに取り組むことが再注目されている。本市に
おいても徐々に施設利用者が戻りつつあるが、屋内施設の利用数が多い
ことから、感染症において比較的安全とされる屋外施設の利用を促進する
ため、夜間の照度を向上させて利用者を分散させることで、3密を回避し
ながら新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を行う。
②工事費、設計費、その他経費
③工事費（ＬＥＤ投光器12台×4基、投光器用架台12台)　12,540,000円
　 設計費　　407,000円
　 総事業費　12,947,000円
④地方公共団体

12,947,000 12,947,000 0 12,947,000 0 0 0

新型コロナ感染症予防のため、3密になりにくい屋外施設
の施設整備を施すことにより、利用者の安心・安全の確保
が図られ効果的であった。

29 地域資源ブランディング事業
ブランド戦略
課

①コロナの影響により販売が低迷する中、行方産さつまいも（行方かん
しょ）の知名度の向上と更なる価値の創出を図ることにより、サツマイモを
中心とした地域の活性化に繋げる。
②ブランディング事業費
③サツマイモブランディング　11,880,000円(商品開発、プロモーション
戦略　他)
　 市特産品をPRするための戦略事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  7,975,000円（PR戦略、広報戦略　他）
④なめがたブランド戦略会議

19,855,000 19,855,000 0 19,855,000 0 0 0

サツマイモを中心としたブランディングにより知名度が向
上し、産地の活性化に繋がった。また、特産品のPRを戦略的
に行ったことでふるさと納税寄付額の向上に繋がった。そ
の中でもサツマイモ関連商品はブランディング効果もあ
り、ふるさと納税寄付額の54％を占め、市の特産物の牽引
役として活躍した。

ふるさと納税寄付額　　R３　　２億4,773万円
　　　　　　　　　　　　　　　 R４　　4億6,672万円

30 学校給食支援応援事業
学校給食セン
ター

①新型コロナウイルス感染症による原油価格・物価高騰に伴う学校給食
等に関する保護者の負担軽減を図る。
②食材料代（教職員分は除く）、重油代
③対象数：420円×2,115人×11か月＝9,771,300円（物価高騰分）
　【A重油代】1,202,850円（原油価格高騰分）
④保護者

10,975,000 10,975,000 0 9,000,000 0 1,975,000 0

原油価格、物価高騰の煽りを受け、本来であれば給食費を
値上げしなければならないところであったが、交付金を活
用することにより、保護者負担の増額を回避しながら、量・
質を落とさずに、子どもたちに給食を提供できた。

31 学校給食提供補助事業
学校給食セン
ター

①新型コロナウイルス感染症による給食センター緊急停止時にも安心し
て学校生活が送れるように非常食で対応を図る。また、高温環境下での調
理により体調不良等で新型コロナウイルス感染症になるリスク軽減を図
る。
②消耗品費
③【消耗品費（非常食）】
非常食：2,500食×３回分　3,110,400円
④地方公共団体

3,110,400 3,110,400 0 3,000,000 0 110,400 0

非常食を常備することにより、調理・配送業務において、新
型コロナウイルス感染症での万一の給食停止に対し、子ど
もたちに最低限の栄養を提供できる体制を整えられた。ま
た、スチールラックを購入したことにより、期限ごと、種類ご
とに効率よく収納でき、非常時に混乱せずに配食できるよ
うになった。
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32 学校給食センタートイレ改修事業
学校給食セン
ター

①学校給食センター内のトイレについて便器自動開閉・自動洗浄トイレに
より、新型コロナウイル感染症の感染リスク軽減を図る。
②感染防止対策に必要な工事費
③麻生給食センター　2カ所×143,000円×1.1＝314,600円
　 北浦給食センター　2カ所×143,000円×1.1＝314,600円
　 諸経費　13,000円
④地方公共団体

642,400 642,400 0 642,000 0 400 0

調理員、配送員が使用するトイレを、便器自動開閉・自動洗
浄に改修することにより、これまで以上に感染症のリスクを
減らすことができ、安心安全な給食の提供を継続すること
ができた。

33 インフルエンザ予防接種助成事業 健康増進課

①新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時流行を防止
することを目的として、インフルエンザ予防接種の助成を拡充し感染予防
を図る。
②印刷製本費、委託料、負担金及び交付金
③印刷製本費（説明書、予診票、封筒の印刷代）…206,745円
　・委託料（予防接種委託料、データ作成処理委託料）…40,056,890円
　・負担金及び交付金（償還払いによる助成）…21,850円
　予防接種委託料
　・高齢者　32,306,170円
　・小児　　　6,528,020円
　・妊婦　　　137,000円
　・総事業費　40,285,485円
④・高齢者等…60～64歳の障害者、65歳以上の高齢者
　・小児…生後6月以上中学3年生に相当する年齢の者
　・妊婦…母子健康手帳の交付を受けている妊婦

40,285,485 40,285,485 0 40,285,000 0 485 0

　現行のインフルエンザ予防接種における助成額を拡充
し、4,000円を上限に助成した。
　令和４年度の新型コロナウイルス感染症と季節性インフ
ルエンザの同時流行の防止につながった。
※対象者
・高齢者…65歳以上の高齢者、60歳以上６５歳未満の障害
者
・小　 児…生後６カ月から中学３年生
・妊　 婦…母子健康手帳を交付されている妊婦
※効果
前年度比較　283人増加

34 マイナンバーカードの申請時間短縮支援事業 総合窓口課

①新型コロナウイルス感染予防対策として、集客施設等でのマイナン
バーカード出張申請サービスは、密を作らないため申請時間の短縮が望
まれる。一般的な申請用タブレットの1/3の5分程度で申請が完了するタ
ブレットを購入することで感染対策の徹底を図る。
②マイナンバーカードオンライン申請専用タブレットの購入
③タブレット購入　4台　1,781,780円
④地方公共団体

1,781,000 1,781,000 0 1,781,000 0 0 0

・市内スーパーマーケット等でのマイナンバーカードの出
張申請時に、申請時間が短縮できる｢マイナンバーカードオ
ンライン申請専用タブレット｣を購入し活用したことで、蜜
を作らない感染対策の徹底が図れ、マイナンバーカードの
交付率を上げつつ、市民の満足度も高まった。
・本市のマイナンバーカードの申請率は、R4年4月当初は
38.7％であったが、R6年3月10日時点では81.9％まで向
上した。

35 大学生等によるアフターコロナ地域活性化調査事
業

政策秘書課

①21世紀のリーディング産業と期待される観光は、国内外の抱える社会
課題解決の手段として、役割は大きく注目度も高い。新型コロナウイルス
によって深刻な打撃を受けている観光の現場において、大学生等が起き
ている実態・課題に触れ、実地調査やグループ討議を通じて、アフターコ
ロナ観光地方創生プランを作成する。
②地域活性化調査委託料
③
・会議費（グループ討議）   　  150,000円
・旅費（実地調査） 　　　　　　   210,000円
・人件費（教授及び事業者）    2,160,000円
・研究費　　　                      200,000円
　　総事業費　　　　　　　　 　  　2,992,000円（税込）
④観光、地方創生に関する学部等を持つ大学等及び同大学等と連携する
事業者

2,992,000 2,992,000 0 2,992,000 0 0 0

新型コロナウイルス感染症収束後の観光需要回復を見据
え、生活文化や伝統、特産品や芸術などを活用した新たな
観光ルートや体験ツーリズムなどの着地型観光を実地調査
やグループ討議、イベント等を通じて、大学生によるアフ
ターコロナ観光地方創生プランを作成した。

36 行方市農業資材等高騰緊急対策事業 農林水産課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等に伴う農業生産資材の値上が
りや、配合飼料の高止まり等により、農業経営が大きな影響を受けている
ことから、支援を行い営農継続の下支えとする。
②補助金
③645件×50,000円=32,250,000円
④行方市に住所又は本拠を有し、市税等の滞納がなく、令和3年年中の農
(漁)業所得の申告があり確定申告において対象経費(燃料費・光熱費・肥
料費・飼料費及び諸材料費)を50万円以上支出している、もしくは、令和4
年1月1日から令和4年12月31日までに対象経費を50万円以上支出し、
令和5年以降も営農を継続していく農(漁)業者

32,250,000 32,250,000 0 28,369,000 0 3,881,000 0

新型コロナウイルス感染症の影響により、農業資材等が高
騰したことにより、農業経営に影響を受けた農業者等を支
援し、営農等継続の下支えを図った。

645件　　32,250,000円
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37 行方市土地改良事業電気料高騰緊急支援事業 農林水産課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等による電気料金の高騰の影響
を受けている市内土地改良区に対して電気料金値上がり分の一部を補助
する。
②令和4年4月分から9月分までの6ヶ月間と前年同期間の電気料金の差
額に、補助率(80％以内)を乗じた金額。(※万円未満切り捨て)
③令和4年度4月から6月まで3カ月間実績から前年度同期間の電気料金
を引いた差額を6カ月へ換算した金額
土地改良区　16組織　　15,250,000円
水利組合等　　6組織　　　1,690,000円
（機場138箇所　用排水ポンプ167基）
④市内土地改良区事業者　等

16,940,000 16,940,000 0 14,900,000 0 2,040,000 0

コロナウイルス感染症拡大下における，世界的な経済再開
による原油価格の高騰に伴う電気料金の値上がりや，米価
も低迷し農業経営が大きな影響を受けている。このことか
ら，土地改良事業等に要する経費増大に伴いさらなる耕作
者への費用負担を抑制し，耕作放棄地や遊休農地を増やさ
ない効果があり，大規模農家だけではなく中小規模農家へ
支援効果があった。
土地改良区　16組織　　15,250,000円
水利組合等　　6組織　　　1,690,000円
合計【全18組織】　 　　　16,940,000円

38 介護保険事業所物価高騰等対策支援給付金事業 介護福祉課

①コロナ禍における原油価格や電気・ガス・食料等の価格が高騰している
現在の状況において、介護保険事業所へ給付金事業を実施し、経済的負
担を軽減することにより、安定的な事業運営及び提供する介護サービスの
質の確保につなげ、高齢者が安心して介護サービスを受けられる環境づく
りを支援する。
②給付金
③市内に所在する介護保険事業所　24事業所　11,267,500円
（1）基本支援分（事業所のサービス類型による支給）　訪問系5万円、通所
系10万円、入所系20万円、入所系（ショートステイ）5万円。
（2）物価高騰支援分（食事や居住を伴う介護サービスに対する支給）入所
系＠5,000円×定員、通所系＠2,000円×定員
（1）+（2）の合計金額を支給額とする。
④市内に所在する介護保険事業所を運営する法人

11,267,500 11,267,500 0 9,912,000 0 1,355,500 0

光熱費、食材費等の高騰により影響を受ける介護事業所に
対して当該給付金を支給することにより、事業所の経済的
負担を軽減し安定的な事業所運営及び利用者に対する提
供サービスの質の確保につなげることができた。

39 医療機関物価高騰対策緊急支援給付金事業 健康増進課

①コロナ禍における原油価格や電気・ガス・食料等の価格が高騰している
現在の状況において、病院、診療所及び歯科診療所へ給付金事業を実施
し、経済的負担を軽減することにより、安定的かつ継続的な事業運営を支
援する。
②支援金
③市内に所在する病院、診療所及び歯科診療所　19件　15,900,000円
（1）基礎給付金　500,000円
（2）加算給付　稼働病床の有無による加算100,000円、常勤看護師/歯科
衛生士100,000円/人、常勤准看護士50,000円/人。
（1）+（2）の合計金額を支給額とする。
④市内に所在する病院、診療所及び歯科診療所（公立病院は含まない）

15,900,000 15,900,000 0 15,900,000 0 0 0

病院、診療所及び歯科診療所の経済的負担を軽減すること
により、安定的かつ継続的な事業運営を支援することがで
きた。

40 障害福祉サービス事業所物価高騰等対策支援給
付金事業

社会福祉課

①コロナ禍における原油価格や電気・ガス・食料等の価格が高騰している
現在の状況において、障害福祉サービス事業所へ給付金事業を実施し、経
済的負担を軽減することにより、安定的な事業運営及び提供する障害福祉
サービスの質の確保につなげ、障がい者が安心して障害福祉サービスを
受けられる環境づくりを支援する。
②給付金
③市内に所在する障害福祉サービス事業所　18事業所
（1）基本支援分（事業所のサービス類型による支給）　訪問系5万円、通所
系10万円、入所系20万円。
（2）物価高騰支援分（食事や居住を伴う障害福祉サービスに対する支給）
入所系＠5,000円×定員、通所系＠2,500円×定員
（1）+（2）の合計金額を支給額とする。
④市内に所在する障害福祉サービス事業所を運営する法人

3,090,000 3,090,000 0 3,090,000 0 0 0

光熱費、食材費等の高騰により影響を受ける障害福祉サー
ビス事業所に対して、当該給付金を支給することにより、事
業所の経済的負担を軽減し安定的な事業所運営及び利用
者に対する提供サービスの質の確保につなげることができ
た。

41 マイナンバーカード普及促進事業 総合窓口課

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、経済･生活のあらゆる面
でデジタル技術の有用性が再認識され、新しい生活様式や今後の社会変
容に対応するツールとしてマイナンバーカードを最大限に活用する必要
性が高まった。行政のデジタル化を推進するうえで、重要な役割を担うマ
イナンバーカードの取得促進を図るため、国のマイナポイント終了に合わ
せ、1月～2月に本市独自のキャンペーンを実施して申請者へ1人3,000
円のクオカードを交付する。
②クオカード購入費、郵送料、印刷製本費、委託料
③・クオカード購入　@3,000円×3,299人+送料＝9,897,770円
　・郵送料　243,114円
　・チラシ印刷製本費　152,350円
　・クオカード交付業務委託料　121,374円
④1月～2月にマイナンバーカードを申請した者

10,414,608 10,414,608 0 9,897,000 0 517,608 0

・本市のマイナンバーカード申請率は全国平均より低いこ
とから、R5年1月1日～R5年2月28日まで新規申請者にク
オカード3,000円分を進呈する市独自のキャンペーンを実
施し3,299人にクオカードを配布した。
・キャンペーン月は通常月の約2倍の申請があり、マイナン
バーカードの申請率はR4年12月31日末時点62.4％で
あったが、R5年2月末時点では72.9％まで向上した。
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42 元気いっぱい子育て応援支援金事業 こども福祉課

①コロナ禍における原油価格や電気・ガス、食料等の物価高騰している現
在の状況において、0歳～中学生までの子どもを養育している世帯を対象
に1人30,000円の給付金を支給することにより、子育てしやすい環境を
支援する。
②補助金、郵送料
③・補助金　3,106人×30,000円＝93,180,000円
　　　　　　　※0歳～15歳（中学生）までの人数
　　・郵送料　269,100円
　　・合計　93,449,100円
④本市に住所を有する0歳から中学生までの子の養育者

93,449,100 93,449,100 0 93,449,100 0 0 0

０歳から中学生までのこどもを養育している世帯に、こども
１人当たり30，000円を支給することで、原油価格や電気・
ガス、食料等の物価高騰している現在の状況において保護
者等の経済的負担の軽減を図ることができた。

43 土地改良事業電気料高騰緊急支援事業 農林水産課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等による農事電力の高騰の影響
を受け、経営を圧迫している市 内土地改良区の事業継続を支援し、これに
より、水田農業者への賦課金等の値上げを防止するため、事業に用いる電
気使用料金値上がり分を支援する。
②補助金
③令和5年度4月から９月まで６カ月間実績から令和3年度同期間の電気
料金を引いた差額を6カ月へ換算した金額
土地改良区　12組織　　12,880,000円
水利組合等　　6組織　　　　 300,000円
合計【全18組織】　 　　　13,180,000円
④土地改良区事業者、水利組合等

13,180,000 13,180,000 0 13,180,000 0 0 0

コロナウイルス感染症拡大下における，世界的な経済再開
による原油価格の高騰に伴う電気料金の値上がりや，米価
も低迷し農業経営が大きな影響を受けている。このことか
ら，土地改良事業等に要する経費増大に伴いさらなる耕作
者への費用負担を抑制し，耕作放棄地や遊休農地を増やさ
ない効果があり，大規模農家だけではなく中小規模農家へ
支援効果があった。
土地改良区　12組織　　12,880,000円
水利組合等　　6組織　　　　 300,000円
合計【全18組織】　 　　　13,180,000円

44 肥料価格高騰対策事業 農林水産課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等の影響を受ける農業経営への
影響緩和のため、国の肥料価格高騰対策制度の適用を受けていることを
条件に前年度から増加した肥料コストの最大30％を助成することで、化学
肥料の低減に向けて取り組む農業者を支援する。
②補助金
③前年からの肥料価格上昇率と使用量低減率により算出した肥料増加額
の最大30％（国事業70％+市事業30％）
　610件　　10,090,250円
④化学肥料の低減に向けて取り組む農業者

10,090,250 10,090,250 0 5,000,000 0 5,090,250 0

新型コロナウイルス感染症の影響により、肥料価格の高騰
が続く中、化学肥料の低減に取組布う業者に対し価格高騰
分の一定割合を補助することで、支援した。

610件　　10,090,250円

45 事業者経営支援金（その2） 商工観光課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等の影響を受ける事業者へ支援
金を給付し、事業の経営、継続の下支えとする。
②令和元年又は２年の申告書の収入額と３年を比較し、
　減収率20％以上かつ減収額1,000万円以上・・・50万円
③50万円×3件＝1,500,000円
④市内に本社を置く法人若しくは市内に事業所を有する個人事業者又は
市内に住所を有する個人事業者

1,500,000 1,500,000 0 1,500,000 0 0 0

新型コロナウイルス感染症の影響により売り上げが減少し
た事業者へ事業資金として支援金を支給し、事業者支援を
図ることができた。

【法人】
500,000円　29社
250，000円　13社
【個人事業者】
500,000円　22事業者
250,000円　58事業者

※上記のうち、1,500,000円を原油価格・物価高騰分交付
金対象として事業費を計上。

534,986,735 534,986,735 0 502,343,100 0 32,643,635 0合計
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